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	●●●●●●

	事故等発生の日時
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至：R00.00.00

	受注者名
	●●●●建設㈱
	現場代理人名
（連絡先）
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	元請・下請（　　　）の社員　その他（　　　）

	事故等発生
当時の状況
	事故発生時から報告までを時系列ごとに簡潔に記載
※視覚的に状況がわかるよう再現写真を撮影し添付すること。

	事故等処理状況
及び対応措置
	時系列ごとに対応、措置内容を記載
・　人身（作業員、第三者）被害があった場合の対応及び応急処置
・　インフラ等に被害があった場合の対応及び応急措置
・　関係諸官庁への報告状況及び指導等の有無
・　復旧予定時刻（完了時刻）及び明日以降の予定

	監督官庁等の動向
	・　第三者及び作業員に死傷者がいた場合には、容体確認を優先するとともに、労働基準監督署、警察署等関係部署との動向について記載する。
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	事故等の原因
	発生した事象の原因を分析して簡潔に記載
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	発生した事故・事象が、工事に起因する場合に記載する。
・　該当する工事に係る施工計画書及び施工要領書に記載されている作業手順、安全管理の方法や作業場の安全確認方法を確信した上で本件事故発生要因を分析
⇒　計画で行うべきとしていた事項と実際行われていた事項の比較・分析を行い、事故の発生要因を分析する。
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	再発防止策
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※周知徹底、厳格化等の表現上の措置にとどまることなく、具体的に防止策を策定する。







※　個人情報が含まれないよう記載する。
※１　事故等の区分
①物損事故：人的被害のない物損事故
②公衆災害：人的被害（第三者災害）
③労働災害：労働者が業務遂行中に、業務に起因して受けた業務上の災害
④その他事象：上記①～③に該当しない事象（自然災害による影響等）
